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やまぐち子ども・子育て応援プランの取組状況について 

（平成２７年度実績及び平成２８年度９月末実績） 

 

１ 子育て文化の創造に向けた気運の醸成 

（１）みんなで子育て応援推進事業 

子育て支援イベントの開催や県民総参加で子育て支援の輪を広げる「やまぐち子育

て県民運動」の展開を図るとともに、市町や企業・団体が実施する子育て支援活動を

促進することにより、社会全体で子どもや子育て家庭を支える環境づくりを推進した。 

項 目 実    績 

やまぐち子育

て連盟総会の

開催 

○ 総会の開催 

年度 開催日 内  容 

２７ H27.10.11 ・連盟の取組説明 

・やまぐちイクメン表彰 

・子育てサークル表彰 

・講演（沖永優子氏） 

２８ H28.6.7 ・連盟の取組説明 

・やまぐち子ども・子育て応援ファンド寄附

金感謝状贈呈 

・事例発表 
 

やまぐちイク

メン維新 

○ イクメン応援表彰 

年度 表彰者数 

２７ ６名 

２８     ７名（予定） 

 

○ イクメンセミナーの開催 

年度 回数 開  催  地 

２７ ３回 柳井市（11/8）、下関市（11/29）、長門市（1/10） 

２８ ２回 山口市（予定：1/15）、下松市（予定：2/19） 

 

○ お父さんの育児手帳の配布 

年度 配布部数 

２７ １５，０００部 

２８ １５，０００部（予定） 

 

資料１ 
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〇 知事とイクメンパパの料理教室 

年度 回数 開催地・参加者数 

２７ １回 山口市（8/30）：11 世帯 38 人 

２８ ２回 周南市（7/24）：11 世帯 39 人 

下関市（8/28）：18 世帯 64 人 
 

結婚・子育て

応援デスク 

〇 相談件数 

年度 相談件数 

２７ ８９件 

２８ ２２件 
 

子育てサーク

ル表彰 

○ 表彰件数 

 平成２７年度（４団体） 

受  賞  者 活動地域 

こそだてネットワーク柳井 柳井市 

にこにこファミリーズ 美祢市 

ＵＳＯＭ（宇部・山陽小野田・美祢地区）地域コ

ーディネーター連絡会議 

宇部市 

山陽小野田市 

美祢市 

特定非営利活動法人町・人・夢づくりのみち草舎 萩市 

 

平成２８年度（予定：７団体） 

受  賞  者 活動地域 

余田おやじの会 柳井市 

ふれあいサークル 光市 

ぴりりクラブ 周南市 

防府市母親クラブ連絡協議会 防府市 

よんよん隊 防府市 

ＮＰＯ法人あっと 山口市 

萩市母親クラブ連絡協議会 萩市 
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やまぐち子ど

もハッピーフ

ォーラムの開

催 

○ フォーラム開催概要 

年度 開催日 場 所 備 考 

２７ 11/15 やまぐちリフレ

ッシュパーク 

内閣府の「家族の日フォーラ

ム」と同時開催 

２８ 11/23 

（予定） 

ルネッサながと 「木育キャラバン inながと」

と同時開催 
 

子育て家庭応

援優待事業の

推進 

○ 登録事業所数 

年度 事業所数 

２７ ２，０１０事業所 

２８ ２，０８４事業所 

 

《制度の概要》 

利 用 者 
子育て家庭 
（満 18 歳未満の子どもや妊娠中の人がいる家庭） 

提 供 者 趣旨に賛同する事業所（店舗、文化施設等） 

サービス内容 
協賛事業所が独自に設定 
（例：料金の割引、キッズルームの設置、ポイント
の加算） 

 

「子育て県民

運動地域推進

協議会」の開

催 

○ 協議会開催実績 

年度 開催日 内  容 

２７ 6/17 ・地域推進協議会と各地域の取組について 

・市町の取組について 

・事例発表 

3/17 ・子育て支援・少子化対策に関する県の取組につ

いて 

・地域の取組について（事例発表） 

・子どもの貧困対策について 

２８ 7/4 ・今年度の取組方針等について 

・学校・家庭・地域との連携について 

・事例発表 

・意見交換会 
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地域の子育て

支援ネットワ

ークづくり 

○ 地域コーディネーターの活動支援（研修会の開催） 

年度 開催日 内  容 

２７ 11/2 〈一般研修〉地域子育て支援拠点開設促進事業へ

の参加及び意見交換会（62名） 

11/15 〈実践研修〉「やまぐち子どもハッピーフォーラ

ム」の運営等（7 名） 

２８ 8/24 ・事例発表 

・講演 

「地域と共働・協働する子育て・教育文化の創造」 

 講師：山口大学教育学部 霜川教授 

・交流会 

 

○ 地域コーディネーターの活動の展開《主な活動》 

年度 内  容 

２７ ・「すくすくフェスタ inわき」の開催[岩国地域] 

・｢第７回子育て講演会｣の開催［柳井地域］ 

・｢第 11回虹色ねっと子育て交流会｣の開催 [周南地域] 

・｢わいわいフェスタ’15｣の開催［長門地域］ 

２８ ・「すくすくフェスタ inわき」の開催[岩国地域] 

・｢第 12回虹色ねっと子育て交流会｣の開催 [周南地域] 

・｢わいわいフェスタ’16｣の開催［長門地域］ 

・「子育て支援メッセ in山口」の開催［山口地域］ 
 

やまぐち子育

てゆびとまネ

ットの運営 

○ やまぐち子育て県民運動の取組をＰＲし、地域の子育て支援の輪を

広げていくために開設したホームページ「やまぐち子育てゆびとまネ

ット」で、「子育て応援団」の活動やイベントのお知らせなど、子育

て支援に関する様々な情報を発信した。 

やまぐち結婚

応援団 

○ 結婚を応援するため、やまぐち結婚応援団員が行う結婚に向けた出

会いの場となるパーティー等のイベント情報を発信した。 

年度 団体数 
イベント 

開催数 
参加者数 カップル数 

２７ １１３ １９２件 ５，５７２人 ５１４組 

２８ １１５ １３７件 ４，０９５人 ５７３組 
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ファミリー・

サポート・セ

ンター支援 

《平成２８年度新規事業》 

○ 普及啓発キャンペーン 

 ７月をＰＲ重点期間として定め、広報活動に取り組んだ。 

【県の取組】 

 ・ＰＲリーフレットの作成・配布 

   配 布 先：県内各小学校、保育所、幼稚園、認定こども園 

   配布部数：１２０，０００部 

 ・県政放送番組（ラジオ、テレビ） 

 ・広報誌（ふれあい山口）への記事掲載 

【各ファミリー・サポート・センター設置市の取組】 

 ・広報誌やＨＰ等を通じたＰＲの実施 

 

〇 アドバイザー研修会 

開催日 参加者数 内  容 

10/14 ３４名 「リスクマネジメントについて」 

（事故防止対策の徹底の必要性や、事故が起こ

った場合の対応など） 
 

 

（２）やまぐち子ども・子育て応援ファンド事業《平成２８年度新規事業》 

   個人や民間企業からの寄付等による「やまぐち子ども・子育て応援ファンド」を創

設し、子育て支援や子どもの貧困対策に取り組む団体の主体的な活動を支援する。 

項 目 実    績 

やまぐち子ど

も・子育て応

援ファンドの

運営 

○ 助成実績 

応募団体数 助成団体数 助成事業の例 

３４団体 ２９団体 ・長期休業中に、空き民家を利用して児

童を預かる学童クラブ事業 

・子育て支援団体やＮＰＯ、企業等が連

携した子育て支援イベントの開催 

・子ども食堂の運営 等 

 

○ 寄付受領の状況 

寄付企業数 寄附金額 

９社 １，５００，５７０円 
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（３）幸せおいでませ！結婚応縁事業 

少子化問題への対策として「やまぐち結婚応縁センター」を設置し、結婚を希望す

る男女の引き合わせや婚活イベント開催などを通じ、独身男女の結婚への結び付きを

支援した。 

項 目 実    績 

やまぐち結婚

応縁センター

の設置・運営 

○ センターの概要 

センター 場 所 開設日 開設日時 

やまぐち結婚
応縁センター 

パルトピアやまぐち H27.9.3 

月・木・金  
12：00～19：00 
土・日・祝  
10：00～17：00 

岩国サポート
センター 

岩国総合庁舎 H28.3.31 

月・木・金 

12：00～19：00 
土・日・祝 
10：00～17：00 

下関サポート
センター 

下関総合庁舎 H28.2.8 
月～金 
10：00～17：00 

海峡メッセ下関 
H28.11.3 
（移転） 

月・木・金  
12：00～19：00 
土・日・祝  
10：00～17：00 

萩サポートセ
ンター 

萩健康福祉センター H28.2.19 
金  
10：00～17：00 

 

○ 会員登録の状況 

区分 平成２７年度 平成２８年度 

男性 ４４４人   ７９５人 

女性 ３５１人   ７１４人 

計 ７９５人 １，５０９人 

 ※平成２８年度実績は累計 

 

○ お引合せ状況等 

年度 
お引合せ 

申込件数 

お引合せ 

実施件数 

交際成立 

件  数 

結婚報告

件  数 

２７ １，５９９件   ３１９件  ６３組 １組 

２８ ４，８８８件 １，１８３件 ２４５組 ３組 

 ※平成２８年度実績は累計 
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セミナーの開

催 

○ スキルアップセミナーの開催 

《平成２７年度》 

場所 開催日 対象者 参加者 内 容 

山口市 3/13 男性会員 ３９名 

プロフィールの書き

方、身だしなみ、写真

撮影 等 

 
《平成２８年度》 
［センター会員向け］ 

場所 開催日 対象者 参加者 内 容 

山口市 11/6 男性会員 ３８名 

プロフィールの書き

方、身だしなみ、写真

撮影 等 

山口市 
11/27 

（予定） 
女性会員 募集中 

パートナーの選び方・

選ばれ方、恋愛心理学

講座 

 

［一般独身者向け］ 

場所 開催日 参加者 内  容 

宇部市 12/11（予定） 募集中 
婚活スキルアップ講

座等のセミナー後に、

交流会を開催 

岩国市 2/5（予定） 募集中 

下関市 3/19（予定） 募集中 

 
［独身の子どもを持つ親向け］ 

場所 開催日 参加者 内  容 

山口市 
1/22 

（予定） 
募集中 

子どもへの関わり方等のセミナー

後、親同士の交流会（情報交換会）

を開催 

 
 ［企業内独身者・サポーター向け］ 

場所 開催日 参加者 内  容 

下関市 
2/26 

（予定） 
募集中 

〈企業内独身者向け〉 

婚活スキルアップ講座等のセミ

ナー後に、交流会を開催 

〈企業内サポーター向け〉 

企業における婚活サポートセミ

ナー後、サポーター同士の情報交

換会を開催 

周南市 
3/5 

（予定） 
募集中 
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独身男女の交

流イベントの

開催 

○ イベント開催状況 

《平成２７年度実績》 

開催場所 開催日 参加者 
カップル 

成立数 
備 考 

広島県 

廿日市市 
10/4 ９５名 １２組 

広島県との 

合同企画 

福岡県 

北九州市 
1/31 ９８名 １８組 

福岡県との 

合同企画 

山口県 

宇部市 
2/20 ９７名 １５組  

山口県 

周南市 
3/6 ９３名 １３組  

 

《平成２８年度》 

【再掲 P７】 

 

（４）みんなで多子世帯応援事業 

社会全体で多子世帯を応援するため、第３子以降のお子さんが生まれたご家庭に対

し、祝品等を贈呈した。 

年 度 贈 呈 件 数 

２７ １，８０７世帯（１，８２６件） 

２８ ８６１世帯（  ８４６件） 
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２ 保健医療サービスの充実と健康の増進 

（１）医師確保対策強化事業 

医師修学資金の貸付け等による地域医療を担う医師の養成や医師確保が困難な医

療機関への医師の派遣など、医学生から勤務医までの医師の養成過程に応じて、本県

の実情に即した対策を推進した。 

項 目 実    績 

修学資金の貸

付け 

○ 将来、県内の公的医療機関等で医療に従事しようとする医学生に対

して修学資金を貸与した。 

 区分・対象者 金 額 人 数 返還義務免除条件 

特定診療科枠・外

科枠 
（対象者）山口大学

医学生及び県内出身

の県外大学医学生 

150千円
/月 

H27：６人 
H28：８人 

臨床研修修了後貸付期間
の1.5倍の期間、知事指

定医療機関の特定診療科
（小児科・産婦人科・麻
酔科・救急科、放射線治

療科、病理診断科、呼吸
器内科、外科）に勤務 

県外医学生支援
枠 
（対象者）県内出身

の県外大学医学生 

120千円
/月 

H27：２人 
H28：１人 

臨床研修修了後貸付期間
の 1.5 倍の期間、知事指
定医療機関に勤務 

緊急医師確保対
策枠 

（対象者）山口大学

医学部推薦入学「緊

急医師確保対策枠」

入学者 

200千円

/月 

H27：５人 

H28：５人 

臨床研修修了後９年間
（うち４年間は過疎地域

の病院）、知事指定医療
機関に勤務 

地域医療再生枠 
（対象者）山口大学

医学部「地域医療再

生枠」入学者、鳥取

大学医学部「地域枠」

入学者 

150千円
/月 

H27：９人 
H28：９人 

臨床研修修了後９年間、
知事指定医療機関に勤務 

 

研修医研修資

金の貸付け 

○ 将来、県内の医療機関で医療に従事しようとする研修医に対して研

修資金を準備した。 

対 象 者 金 額 人 数 返還義務免除条件 

県内の医療機関
で専門医研修を
受けている医師 

200千円
/月 

３人 

貸付期間に相当する期間、
知事指定医療機関の特定診
療科（小児科・産婦人科・
麻酔科・救急科、放射線治
療科、病理診断科、呼吸器
内科、外科）に勤務 
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（２）医師就業環境整備総合対策事業 

過酷な勤務状況にある病院勤務医や出産・育児中の女性医師等の離職防止を図るた

めに、病院勤務医の勤務環境の整備・充実を図った。 

項 目 実    績 

女性医師の確

保対策 

出産・育児中の女性医師等の相談に応じるための受付・相談窓口を設

置し、女性医師の育児等を支援した。また、女性医師が仕事と家庭の両

立ができるよう、働きやすい職場環境の整備について取組を行う医療機

関を支援した。 

○ Ｈ２７：３施設 

産科医勤務医

等の処遇改善 

産科医等の処遇改善を図るため、分娩手当を支給する分娩取扱医療機

関を支援した。 

○ Ｈ２７：３２施設 

また、新生児医療担当医の処遇改善を図るため、出生後ＮＩＣＵへ入

室する新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機関を支援した。 

 ○ Ｈ２７：２施設 

 

（３）切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 

安心して、妊娠・出産・子育てができる環境づくりを推進するため、不妊治療費の

助成をはじめ、妊産婦等を支える地域包括支援体制の構築等、妊娠期から出産期、子

育て期にわたる支援を実施した。 

項 目 実    績 

不妊に悩む方

への特定治療

費等支援事業 

○ 不妊治療費の助成 

年度 一般不妊治療 人工授精 特定不妊治療 男性不妊治療 

２７ １，３２０件 ８２８件 ９９１件 １５件 

２８ ４２件 ４８件 １６９件 ０件 

 ※２８年度は８月末現在 

 

○ 不妊や不育に関する相談 

区 分 
件  数 

平成 27 年度 平成 28 年度 

不妊専門相談センター ２３６件 ８８件 

不 妊 専 門 相 談 会 ４２件 ３６件 
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新生児スクリ

ーニング検査

事業 

○ 先天性代謝異常等検査の実施 

区 分 
件  数 

平成 27 年度 平成 28 年度 

先天性代謝異常等検査 １１，７７４件 ５，８２１件 

先天性甲状腺機能低下症 １１，９６３件 ５，７８６件 

 
○ 新生児聴覚検査の実施 

年度 検査児数 うち精密検査児数 うち難聴児 

２６ １０，４３６人 ６５人 ２４人 

２７ １０，４４７人 ７２人 ２０人 
 

 

（４）周産期医療システム強化事業 

ハイリスク妊産婦・新生児の受入体制の拡充及び周産期医療ネットワークの強化を

進め、総合周産期母子医療センターを拠点とした周産期医療体制の機能強化を図った。 

項 目 実    績 

周産期医療シ

ステム運営 

○ 周産期医療システム運営事業実績 

区  分 
件  数 

平成 27年度 平成 28 年度 

分 娩 数 ６９７件 ３４６件 

母体搬送  ５４件 ２５件 

新生児搬送 ９件 １３件 
 

母子保健相談

窓口の設置 

○ 相談件数 

区  分 
件  数 

平成27年度 平成 28 年度 

ハイリスク妊産婦 ６７９件 ２５４件 

ハイリスク乳幼児 ６１１件 ２１６件 
 

（５）地域周産期医療センター運営事業 

地域において、出産前後の母体及び胎児、新生児の一貫した管理を行う高度な医療

を提供する地域周産期母子医療センターの運営等を支援した。 

   ○ Ｈ２７：３医療機関が対象 
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（６）周産期医師緊急確保支援事業《平成２８年度新規事業》 

産科・産婦人科医師及び新生児医療担当医師の確保が著しく困難な圏域において、

当該医師の確保に必要な経費を緊急的に支援する。 

   ○ 柳井市において非常勤医師を確保（５月～ 週１回） 

 

（７）周産期医療助産師活用推進事業《平成２８年度新規事業》 

正常妊娠・正常分娩における助産師の一層の活用を推進するための各種事業を実施

する。 

項 目 実    績 

院内助産所、助産師外来の整備費補助 交付箇所：５医療機関 

助産師の出向システムの構築 助産師出向支援導入事業協議会を設置し検討中 

助産師等が不足している地域に助産師を

出向させる医療機関への補助 
実績なし 

助産師の助産実践能力向上に関する研修 
①新人助産師研修（６回） 

②中堅助産師研修（５回）を実施中 

 

（８）小児医療対策事業 

比較的軽症な小児救急患者に治療を行う初期救急医療や、入院治療を必要とする重

症小児救急患者に対する二次救急医療の体制の充実を図るとともに、夜間の電話相談

や保護者に対する講習会等を実施した。 

区  分 事 業 内 容 

初
期
救
急 

小児救急医療電話相談 
対処方法の助言や医療機関の紹介等

[毎日：19:00～翌８：00] 

小児救急地域医師研修 小児科を専門としない医師に対する小児初期診療研修 

小児救急医療の啓発 保護者に対する小児の病気の知識等に関する講習会の開催 

二
次
救
急 

小児救急医療確保対策 
休日・夜間の一部について小児二次救急医療体制を確保 

[柳井医療圏・長門医療圏] 

小児救急医療拠点病院

の運営 

休日・夜間において複数の二次医療圏から小児救急患者を

受け入れる医療機関への支援[４箇所・７医療圏] 

 

 

 

 

相談ダイヤル 
♯8000又は
083-921-2755 
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（９）総合療育機能推進事業 

発達の遅れや障害のある児童を地域で支え、障害の予防、軽減、保護者の不安解消

を図るため、療育相談会の開催や総合療育システム推進会議の開催など、保健・福祉・

医療・教育機関等のネットワークによる総合療育システムの充実を図り、心身に障害

があると疑われる乳幼児の早期発見、早期療育を推進した。 

区  分 
件  数 

平成 27 年度 

療育相談会の開催回数      ５５回 

療育相談会の相談数     １５６件 

 

（10）風しん検査事業 

主として先天性風しん症候群患者発生を予防することを目的に、医療機関において

風しん抗体検査を実施し、効果的な風しんの予防接種を促進し、安心して子どもを生

み育てる環境づくりを推進した。 

年度 検査件数 実施方法 

２７ ７８１件 医療機関委託 

２８ ３２件 健康福祉センター実施 

 

（11）在宅障害児療育支援事業 

障害の疑いがありながら、一般的な子育て環境下で生活する子どもに対し、地域の

療育支援機関からの専門職派遣や療育支援機関の施設開放による療育支援を推進した。 

○ 平成２７年度：１３事業所に委託実施 

 

（12）発達障害児地域支援体制強化事業《平成２８年度新規事業》 

発達障害児やその家族に対する適切な支援が“身近な地域で、切れ目なく”受けら

れるよう地域の支援機関相互の連携強化と専門性の向上を図るため、相談会や支援者

養成研修等を実施する。 

○ 平成２８年度：９圏域で実施 
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３ 子育て家庭への支援の充実 

（１）教育相談実施事業 

複雑・多様化する教育課題へ対応するため、やまぐち総合教育支援センターにおい

て、課題等を抱える子どもや親、教育現場への専門的支援の強化による教育の充実を図

った。 

項 目 実    績 

電話相談・メ

ール相談・フ

ァックス相

談、専門家に

よる相談 

・専門の相談員やふれあい教育センター・子どもと親のサポートセンタ

ーの職員等が、学校での学習や生活に関すること、いじめ・不登校に

関すること、家庭での養育のこと、特別支援教育に関することなどの

相談を実施した。 

・ふれあい教育センター・子どもと親のサポートセンターの職員や臨床

心理士やネットアドバイザー等の専門家が、子どもの教育に関する専

門的な相談を実施した。 

年度 
相談件数 

来所相談 電話相談 計 

２７ ２，２５１件 ３，４２１件 ５，６７２件 

２８ １，５８５件 １，７５４件 ３，３３９件 
 

学校サポート

チーム 

困難な教育課題を抱えた学校に対して、学校及び市町教委からの要請

に応じて、スクールソーシャルワーカーや臨床心理士等の専門スタッフ

で構成された学校サポートチームを派遣し、課題の解決を支援した。 

・平成２７年度 

３５校（小 7、中 7、高 14、特支 5）４６ケース ４９回派遣 

 

（２）切れ目のない妊娠・出産・子育て支援事業（妊娠・出産包括支援推進事業） 

市町が設置する妊娠期から出産期、子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行

う「子育て世代包括支援センター」の整備を推進するため、運営費の補助や、子育て

世代包括支援センターや市町保健センター等に従事する保健師、助産師等に対する専

門研修や関係機関等との連絡調整会議を開催した。 

年度 子育て世代包括支援センター設置数 

２６ １市（下関） 

２７ ３市（宇部・岩国・光） 

２８  ４市（山口・周南・長門・山陽小野田） 
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（３）乳幼児医療対策費 

子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、小学校就学前の乳幼児を対象に医療費

の自己負担分を助成した。 

○平成２７年度対象者：４８，２９１人／月（年平均） 

 

（４）児童手当の支給 

次代を担う子ども一人ひとりの育ちを支援するため、中学校修了までの児童を対象

に、児童手当を支給した。 

支給対象児童 １人あたり月額 

０歳～３歳未満 １５，０００円(一律) 

３歳～小学校修了前 １０，０００円(第３子以降は 15,000 円) 

中学生 １０，０００円(一律) 

所得制限額以上である者 ５，０００円(一律) 

 

（５）私立高等学校等就学支援事業 

家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある私立高校生等が安心して勉学に打ち込

めるよう、私立高校生等に対して授業料の一部を助成した。 

年度 支給者（H28：支給予定者） 

２７ １０，６８３人 

２８ １０，１００人 

 

（６）公立高等学校就学支援事業 

公立高校等における教育に係る経済的負担の軽減を適正に行うため、授業料相当額

として就学支援金を支給した。 

年度 支給者（H28：支給予定者） 

２７ １３，７０９人 

２８ ２０，０００人 
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（７）私立高等学校等奨学給付金事業 

授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の私立高校生等に対して奨学

のための給付金を支給した。 

年度 給付者（H28：給付予定者） 

２７ １，３４７人 

２８ １，９００人 

 

（８）国公立高校生奨学給付金事業 

授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の生徒に対して奨学のための

給付金を支給した。 

年度 給付者（H28：給付予定者） 

２７ ２，０３１人 

２８ ２，８００人 

 

（９）子育て支援のための私立高校生授業料等減免事業 

経済的理由で就学が困難な生徒を対象として授業料等の減免を行う学校法人に対

して助成した。 

 

（10）多子世帯応援保育料等軽減事業 

安心して子どもを生み育てられる環境づくりを推進するため、多子世帯の保育料に

対して助成を行った。 

[平成２７年度対象児童数] 

区 分 従来制度分 新制度拡充分 計 Ｈ２６実績 

保育所 ２，０８５ ３，００９ ５，０９４ １，８８８ 

幼稚園 － １，７２０ １，７２０ － 

認可外保育施設   １３６    １１９   ２５５   １９２ 

計 ２，２２１ ４，８４８ ７，０６９ ２，０８０ 

 

（11）多子世帯応援保育料等軽減事業（幼稚園分） 

【再掲 P16 ３（10）】 
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（12）ひとり親家庭等就業支援強化事業 

母子家庭の母等の就業による自立を促進するため、就業相談、関係機関と連携した

就業情報の提供、就業あっせん、企業の求人開拓等による就業先の確保、母子・父子

自立支援プログラムの策定など、きめ細やかな支援を行った。 

 

○ 相談実績 

平成２７年度 （ ）は父子家庭で内数 

区分 就職・再就職 離職・転職 計 再掲 

面 接 １０９人（２） ３５人（１） １４４人（３） 就業情報 

提供者数 
就業者数 

電 話 ８０人（０） ４４人（２） １２４人（２） 

計 １８９人（２） ７９人（３） ２６８人（５） ２１２人 ６５人 

《参考》無料職業紹介所   求人 111 人  求職 67人  あっせん 6 人 

 

平成２８年度上半期  

区分 就職・再就職 離職・転職 計 再掲 

面 接 ８２ ２５ １０７ 就業情報 

提供者数 
就業者数 

電 話 ３４ ３３ ６７ 

計 １１６ ５８ １７４ ９５ ４３ 

《参考》無料職業紹介所   求人 43人  求職 51人  あっせん 3 人 

 

○ 母子・父子自立支援プログラム策定事業実績（相談件数の内数） 

年度 プログラム策定者数 就業者数※ 

２７ １１人 ９人 

２８（上半期） ６人 １０人 

※当該年度以前のプログラム策定者を含む 

 

（13）ひとり親家庭生活向上事業 

ひとり親家庭の親自身の生活力の諸問題の解決や児童の精神的安定を図るため、生

活支援講習会等を開催し、地域での生活の総合的な支援を行った。 

○ 平成２７年度：１５回開催 
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（14）児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭に対する自立支援と児童の健全育成を図るため、児童と生計を同じく

する母子家庭や父子家庭等に対して手当を支給した。 

平成２８年３月末 

受給者数 

県 市・周防大島町 計 

２７５名 １２，２４０名 １２，５１５名 

 

（15）ひとり親医療対策費 

母子家庭や父子家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費の自己負担分を助成し

た。 

○ 平成２７年度対象者：２２，１２０人／月（年平均） 

 

（16）母子父子寡婦福祉資金の貸付け 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、その経済的自立の助成と生活意欲の助長

を図り、併せてその扶養している児童の福祉を増進するため、福祉資金の貸付けを行

った 

○ 平成２７年度貸付件数：６１件（２２，５５２千円） 
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４ 子どもの学習環境の整備充実 

（１）小１プロブレム解消のための 30人学級加配教員配置 

いわゆる「小１プロブレム」など課題の解決を積極的に行う大規模校に対して、30

人学級加配教員を配置した。 

 

（２）インクルーシブ教育システム推進事業《平成２８年度新規事業》 

障害者差別解消法の施行等を踏まえ、特別支援教育専門家等の活用により、特別支

援教育に係る一層の体制整備を図り、障害のある者と障害のない者がともに学ぶ仕組

みであるインクルーシブ教育システムの構築を進める。 

項 目 実    績 

産業人材実施セミナー ・１９校 ３４学科で実施（H28.8 末現在） 

県内就職促進協議会 ・県内７カ所で８回開催 

 

（３）やまぐちの活力を支える高校生育成事業《平成２８年度新規事業》 

専門高校等の高校生の実践的な知識・技術の習得等を図ることにより、将来の県内

産業を支える人材を育成する。 

項 目 実    績 

合理的配慮協

力員の配置 

・１２市町に１８人を配置 

コミュニティ

スクール導入

設置及び理解

促進 

・宇部及び下関総合支援学校をコミュニティスクールに指定（９月） 

・県内３か所で特別支援教育フォーラムを開催（８月） 

 

（４）遊び・運動大好き！やまぐちっ子育成事業《平成２８年度新規事業》 

小学校期を中心に、より運動に親しませるための効果的な取組について実践研究を

行うとともに、教員の指導力向上及び体育授業充実のための支援体制を構築し、子ど

もの運動習慣の改善と体力向上を図る。 

項 目 実    績 

モデル校４校 ・地域スポーツ指導者による陸上教室：３校でのべ４回 

・学生体育ボランティアの派遣：３校で実施中 

・レクリエーション協会による遊び・運動教室：２校で５回実施 等 
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柔軟性向上運動

メニュー講習会 

・協力校３校で実施 

・小・中学校体育実技講習会内で実施 

柔軟性向上啓発

ポスターの作成 

・公立全小中学校にポスター配付 

・小学校３年生以上全クラスに、ちらし、説明書配付 

その他 ・柔軟性向上運動メニューの改良 

・投力・跳躍力向上参考資料作成 

・ワーキンググループ会議：３回 

・体力チャレンジアップ協議会 

 

（５）「地域教育ネット」による温かい絆づくり推進事業 

地域ぐるみで子どもの学びや育ちを支えるため、学校・家庭・地域の連携・協働に

よる全中学校区での教育支援体制（地域協育ネット）を活用した教育支援活動等の一

層の充実を図った。 

項 目 実    績 

「地域協育ネ

ット」の全県

普及 

「学校・家庭・地域の温かい絆づくり」推進会議の開催等により、「地

域協育ネット」の推進体制の強化を図るとともに、「地域協育ネット実

践事例集」の作成・配布や広報番組「はつらつ山口っ子」の放映等によ

り全県的な普及を図った。 

年度 
広報番組 

放  映 
事例集の作成・配布 

２７ １０回 ３，０００部（県内公立学校、市町教委 等） 

２８ １０回 

３，０００部（予定） 

※「やまぐち型地域連携教育事例集」として配

布予定 
 

地域ぐるみの

教育を推進す

るための人材

の育成 

「『地域協育ネット』コーディネーター養成講座」を開催し、地域と

学校をつないで教育支援活動等を推進するコーディネーターの養成を行

った。 

年度 受講者数 修了者数 

２７ １８６人 ４７人 

２８ １３９人 － 
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多様な人材の

参画による地

域ぐるみの活

動の推進 

地域の多様な経験や技術をもつ人材等の協力を得て、土曜日等の教育

支援活動の充実のため、教育支援員等研修会を行い、地域ぐるみの活動

の促進を図った。 

年度 開催数 参加者数計 

２７ ３回 ２６３人 

２８ ３回 ２７９人 
 

放課後子ども

教室の充実と

放課後児童ｸﾗ

ﾌﾞと連携促進 

放課後子ども教室への高校生ボランティア参加を促進し、支援の充実

を図るとともに、放課後子ども教室と放課後児童クラブの一体的な又は

連携した取組の好事例の紹介等により連携促進を図った。 

年度 協力校 参加高校生のべ人数 受入箇所数 

２７ ２６校・２分校 ５６２人 ３６箇所 
 

家庭教育支援

者の養成 

地域における家庭への教育支援を行う家庭教育支援者を養成するた

め、「家庭教育アドバイザー養成講座」、「家庭教育アドバイザーステ

ップアップ講座」を開催し、支援者の養成を図った。 

年度 内  容 受講者数 修了者数 

２７ 
家庭教育アドバイザー養成講座 ５５人 ３０人 

家庭教育アドバイザーｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ講座 ６１人 ３５人 

２８ 
家庭教育アドバイザー養成講座 ６７人 － 

家庭教育アドバイザーｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ講座 ４５人 － 

※Ｈ２８は１０月末現在 
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（６）特別支援教育エリア型指導・支援体制構築事業 

特別支援教育推進のため、これまでの７支援地域による指導・支援体制に加え、県

内を３つのエリアに分け、総合支援学校を中核とする総合的な指導・支援体制を構築

した。 

項 目 実    績 

視覚・聴覚障害

教育センターの

拡充・強化 

視覚・聴覚障害教育センターの拡充・強化のために、専門性向上を

目的とした研修会等の開催、各エリア(県東部・県央部・県西部)の弱

視・難聴特別支援学級への巡回訪問等によるネットワークの構築等に

取り組んだ。 

○ Ｈ２７：研修会１４回 巡回訪問１０６回 

地域コーディネ

ーター専門講習

会の実施 

幼・小・中・高等学校等における障害のある幼児児童生徒の教育に

関し、必要な助言又は援助を行う、地域コーディネーターの専門性を

向上させるための講習会を開催し、地域や学校における特別支援教育

の充実を図った。 

○ Ｈ２７：講習会３回 

就学相談会の開

催 

障害のあるもしくはその可能性のある就学前の幼児及び保護者等

に対して、医学、心理学、教育等の専門家が就学・療育の相談を行う

就学相談会を開催し、円滑な就学先選択を支援した。 

○ Ｈ２７：就学相談会３回（１回／３会場） 

 

（７）運動部活動支援・運動習慣改善事業  

項 目 実    績 

運動部活動支援 公立の中学校及び高等学校等における運動部活動へ、専門的な指導

力を備えた外部指導者やスポーツ医・科学的知見を有する専門家（ス

ポーツドクター、トレーナー等）を派遣し、生徒の多様なニーズや競

技の専門性への対応、複数の指導者による安心・安全な指導の充実等

を図った。 

運動習慣改善 公立の高等学校において、ヨガやダンス、エアロビクス等の指導者

を派遣し、運動時間の少ない生徒を対象に、運動習慣改善を目的とし

た運動機会を提供した。 
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（８）やまぐち型地域連携教育推進事業 

   やまぐち型地域連携教育強化推進事業《平成２８年度事業》 

コミュニティ・スクールが核となり、地域協育ネットの仕組みを生かして、学校・

家庭・地域が連携・協働し、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを見守り、支援

する「やまぐち型地域連携教育」を充実させることにより、「地域教育力日本一」の

推進を図る。 

項 目 実    績 

「山口県コミ

ュニティ・ス

クール推進協

議会」の開催 

コミュニティ・スクールに関する県教育委員会の施策の充実や各学校

等の取組の改善に向け、各市町の代表や有識者等の委員による協議を行

った。 

年度 協議会開催 

２７ ２回（4/27、1/26） 

２８ ２回（5/17、1月予定） 
 

「山口コミュ

ニティ・スク

ール推進フォ

ーラム」の開

催 

コミュニティ・スクールについて県民への周知を図り、気運を醸成す

るとともに、山口県の取組を全国に向けて発信した。 

（文部科学省「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」と合同開催） 

《平成２７年度》 

開催日 場 所 内   容 

12/19 防府市 ・実践発表  

・基調講演  

・パネルディスカッション 等 

 《平成２８年度》 

※「やまぐちコミュニティ・スクール推進フェスティバル」 

開催日 場 所 内   容 

12/17 周南市 ・優良「地域教育ネット」表彰等 

・行政説明（文部科学省）  

・実践発表  

・研究協議 等 
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「山口県『地

域教育力日本

一』研修会」

及び「やまぐ

ち地域連携教

育研修会」の

開催 

学校、家庭、地域が連携・協働して子どもを育む実践事例の紹介や協

議等を通して、コミュニティ・スクール及び「地域協育ネット」の一体

的な推進を図った。 

《平成２７年度》 

開催日 場 所 内   容 

6/13 山口市 ・所管説明 

・講演  

・熟議 

・指導講話 等 
 

山口ＣＳ（コ

ミスク）コン

ダクターの配

置 

コミュニティ・スクールの取組内容の充実に向け、各学校への指導・

支援を行う山口ＣＳ（コミスク）コンダクターを県内 13 市に配置した。 

年度 コンダクターの配置 

２７ １３市 

２８ １９市町（全市町） 
 

「やまぐちコ

ミュニティ・

スクール実践

事例集」の作

成・配布 

県内小・中学校のコミュニティ・スクールの取組を事例集としてまと

め、成果及び優良事例の普及を図った。 

Ｈ２７：３，０００部を県内の全公立学校、市町教委等に配布 

年度 事例集の作成・配布 

２７ ３，０００部（県内公立学校、市町教委 等） 

２８ 

３，０００部（予定） 

※「やまぐち型地域連携教育事例集」として配布予定 

【再掲 P20 ４（５）】 
 

「やまぐち地

域連携教育の

集い」 

学校関係者と地域関係者が一堂に会し、学校・家庭・地域の連携の意

義について理解を深めるとともに、学校と地域が連携して子どもを育む

実践事例の紹介や協議等を通して、「やまぐち型地域連携教育」の推進

を図る。《平成２８年度新規事業》 

・県内７地域で実施（11月末時点：４地域で実施） 
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（９）キャリア教育総合推進事業 

夢や目標をもち、一人の社会人として自立できるよう、自分にふさわしい生き方を

実現しようとする意欲や態度、能力を育成するため、キャリア教育推進会議及びキャ

リア教育実践セミナーの開催、体験型や地域活性型インターンシップ等の実施による

体験活動の充実などにより、系統的・計画的なキャリア教育を推進した。 

   ○ 平成２７年度：キャリア教育推進会議の開催 ２回 

            キャリア教育実践セミナーの開催 ２回 

 

（10）若者就職支援センター管理運営費 

「山口県若者就職支援センター※」において、関係機関との連携を図りながら、相

談から情報提供、職業紹介に至るまでの一連の支援をワンストップで提供することに

より、若者の県内就職を総合的に支援し、県内定住を促進した。 

区  分 
実    績 

平成２７年度 平成２８年度（上半期） 

利用者数（延べ数） ３５，０１２人 １８，５９１人 

 うち来所 １３，９９０人 ７，２６６人 

新規登録者数 ４，７２７人 ２，３６６人 

就職決定者数 ３，８３７人 ２，２９２人 

※若者就職支援センターとは、概ね 40歳未満の若者を対象に就職支援を行う県の出先機関 

 

（11）やまぐちの元気を支える高校生県内就職推進事業 

新規高卒者を取り巻く雇用情勢の変化に迅速に対応するため、「ガイダンスの充実」、

「求人開拓の強化」、「マッチングの促進」を３つの柱とし、関係機関との連携を深

めながら、組織的できめ細かな就職支援により、就職を希望する生徒の進路実現を図

った。 

 ○ 平成２７年度：県内企業訪問推進事業 ２，５１６社訪問 

            県内就職促進協議会  ７地区開催、５４６社参加 
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（12）新卒未就職者等早期就職サポート事業 

高校、大学の未就職卒業者等を対象に、長期（９か月）の訓練コースによる職業能

力開発の実施、若者就職支援センターや山口労働局の連携により、地域若年人材の育

成・早期正社員化を支援した。 

〔訓練内容〕 

就職基礎力研修 ・ビジネスマナー等の社会人基礎力を養成 

実践研修 
・会計実務等の実践的な資格取得を目指した講座 

・キャリアガイダンス講座、面接指導等 

企業実習 ・希望業種の企業等での１ヶ月間の企業実習 

 

〔実績〕 

区  分 Ｈ２７実績 Ｈ２８（上半期） 

訓 練 生 １８人 ２１人 

修 了 者 １３人 ※１ － 

 うち内定者 １１人 ※２ － 

※１ 途中退校の５人は、いずれも就職先が決定したことによる退校。 

※２ ５月中旬の調査による。 
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５ 職業生活と家庭生活との両立支援 

（１）やまぐち子育て・イクメン応援企業サポート事業 

男女がともに働きながら安心して子どもを産み育てることができる雇用環境の整

備に向けた事業者の取組を支援するとともに、社会全体で子育てを応援する気運の醸

成を図った。 

項 目 実    績 

企業の主体的

な取組の促進 

○ やまぐち子育て応援企業宣言企業数 

年度 企業数 

２７ ７２６社 

２８ ７６０社 

 

○ やまぐちイクメン応援企業宣言企業数 

年度 企業数 

２７ １２６社 

２８ １５６社 

 

○ やまぐち子育て応援優良企業表彰 

年度 表彰企業数 

２７ ３社 

２８ 選考中 

 

○ やまぐちイクメン応援企業表彰 

年度 表彰企業数 

２７ ３社 

２８ 選考中 

 

○ やまぐちイクボス表彰 

年度 表彰者数 

２７ ３名 

２８ 選考中 
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企業と一体と

なった気運の

醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ イクボスセミナーの開催 

開催日 内   容 

11/2 ・イクボス表彰、シンボルマークの表彰・披露 

・基調講演 

・パネルディスカッション 

 

○ シンボルマーク、グッズ、事例集の作成 

 

 

イクメンパパ

子育て応援奨

励金の創設 

○ 支給状況 

年度 件 数 

２７ １０件 

２８  ３件 

  

対象事業者 
やまぐちイクメン応援企業のうち常時雇用者が 300
人以下の事業者 

支給要件 男性従業員が育児休業を取得し復職 

奨励金額 

男性従業員の育児休業取得期間 金   額 

１日以上 ５日未満  ５０千円 

５日以上 ２週間未満 １００千円 

２週間以上 １ヶ月未満 １５０千円 

１ヶ月以上 ２００千円 
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（２）子育て女性等のチャレンジ応援事業 

子育て女性等を対象に、労働局等と連携した短期研修等を開催し、就職に向けての

不安の解消や就業意欲の醸成を図ることにより、就職を希望する子育て女性を応援し

た。 

項 目 実    績 

再就職実践研修 ○ 再就職実践研修 

再就職準備セミナー（１日） 
再就職に向けたキャリアガイダ
ンス 

座学研修（５日又は８日） 
ビジネスマナー等基礎研修、パソ
コン講座、面接練習等 

職場実習（４日） 
研修生自ら選択した職場での実
習 

 

職場体験研修 やまぐち子育て応援企業において、職場見学や子育て中の女性従業

員との意見交換を実施した。（半日。無料の託児サービスを提供。 

やまぐち地域就

職説明会でのマ

ザーズコーナー

の設置 

就職説明会において、マザーズコーナーを設置し、キャリアカウン

セラーによる就職アドバイス等を実施するとともに、無料の託児サー

ビスを提供した。 

 

（３）子育て女性等の再就職支援事業 

子育て等のため長期間職に就いていない女性や母子家庭の母等に対し、託児付きの

職業訓練の実施や、離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等の専用枠を設定する

ことにより、働く意欲のある女性の就職を支援した。 

 

（４）子育て支援特別対策事業 

安心こども基金等を活用し、保育所等の整備を実施するなど、子どもを安心して育

てることができるよう体制整備等を図った。 

区  分 事 業 内 容・実 績 

賃貸物件による保育所整備事業 
賃貸物件による保育所の整備補助 

・Ｈ２７：１市１施設 Ｈ２８：実施なし 

小規模保育設置促進整備事業 
小規模保育事業所の整備補助 

・Ｈ２７：２市２施設 Ｈ２８：２市２施設 

地域子育て支援拠点の環境改善事業 

市町が地域子育て支援拠点事業を継続的に実施す

るための施設改修等補助 

・Ｈ２７：１市１施設 Ｈ２８：２市２施設 
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（５）保育・幼児教育総合推進事業 

幼児期の学校教育・保育を総合的に推進するため、保育所、幼稚園、認定こども園

及び小規模保育等に対する「施設型給付」及び「地域型保育給付」の支給を行った。 

年度 実績報告額（H28：予算額） 

２７ ３，５６８，５３３千円 

２８ ４，６０６，３０５千円 

 

（６）地域子ども・子育て支援事業 

子育て家庭のニーズに応じた、地域の子育て支援を推進するため、市町が地域のニ

ーズを踏まえて作成した子ども・子育て支援事業計画に基づき実施する子育て支援の

ための事業等に対し支援した。 

年度 実績報告額（H28：予算額） 

２７   ９５５，２６６千円 

２８ １，２３０，３０８千円 

 

（７）子ども・子育て支援人材育成事業 

子ども・子育て支援新制度において新たな担い手となる子育て支援員の養成研修の

実施等、様々な子ども・子育て支援分野で、活躍する多様な人材の育成する事業を実

施した。 

区  分 事 業 内 容・実 績 

子育て支援員研修 

子ども・子育て支援新制度において新たな担い手とな

る子育て支援員の養成研修を実施 

・Ｈ２７：基本・専門研修各１回 

・Ｈ２８：基本・専門研修７分類 

放課後児童支援員認定資格研修 
放課後児童クラブに従事する者を対象に、全国一律の

義務研修を実施 

 ・Ｈ２７：３回 Ｈ２８：３回 

保育士再就職支援コーディネー

ター配置事業 

保育士再就職支援コーディネーターが潜在保育士の

就職支援を実施 

 Ｈ２７：保育士バンク登録者数 ３６４人 

     マッチング件数 ４９件 

潜在保育士再就職支援研修 
潜在保育士の就職を支援するための研修を実施 

・Ｈ２７：１回  
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保育所等職員専門性向上研修 

特別な配慮が必要な児童等に対する支援方法等に係

る研修を実施 

 ・Ｈ２７：４回 Ｈ２８：４回 

地域子育て支援拠点開設促進 

利用しやすい地域子育て支援拠点事業の設置に向け

た気運醸成のためのシンポジウムを実施 

 ・Ｈ２７：１回 Ｈ２８：実施なし 

 

（８）私立幼稚園預かりサポート推進事業 

子どもを生み育てることへの不安や負担感を解消するため、預かり保育を実施する

私立幼稚園 79園、休業日預かり保育を実施する私立幼稚園 71 園（うち長期休業日の

み 59園、土・日曜日、長期休業日も併せて実施 12 園）、障害のある幼児の受入れを

実施する私立幼稚園 82園に対して助成を行った。 

区  分 事 業 内 容 
実施個所等 

Ｈ２７ Ｈ２８ 

預かり保育推進事業 
平日の早朝及び教育時間終了後に

実施 
７９園 ５８園 

休業日預かり保育推進

事業 

土・日曜日、夏休み等の休業日に実

施 
７１園 ５２園 

特別支援教育費補助 
私立幼稚園等による障害のある幼

児の受入れ 
３６７人 ３８４人 

 

（９）私立幼稚園等教育支援体制整備事業《平成２８年度新規事業》 

子どもを安心して育てることができるよう、私立幼稚園等が行う教育支援体制の整

備に係る経費に対して助成する。 

 

（10）医療勤務環境改善支援事業（うち病院職員子育てサポート事業） 

病院職員の確保のため、病院内保育所の設置運営を支援する。 

年度 施設整備費補助 運営費補助 

２７ なし ４２箇所（民間３５箇所、公的７箇所） 

２８ なし ４８箇所（民間３６箇所、公的８箇所、国等立（※）４箇所） 

             （※）[H28 拡充]独立行政法人、国立大学法人を対象に追加 

 

（11）病院内保育所共同利用促進事業《平成２８年度新規事業》 

病院職員の離職防止や再就業促進のため、共同利用型保育所の設置運営を支援する。 

○ 施設整備（増改築のみ）への補助 

○ 設備整備費への補助 

○ 運営費への加算 
複数の医療機関において申請検討中 



- 32 - 

（12）保育士確保総合対策事業《平成２８年度新規事業》 

保育士確保を図るため、人材確保（新規卒業者・再就職）や保育士待遇改善の取組

を総合的に推進する。 

区  分 事 業 内 容・実 績 

保育士養成施設の就業促進の取

組支援 
・２校で実施予定 

保育所ＰＲキャラバン隊の県外

養成施設等訪問 

・県外養成校（広島県・福岡県）：実施済１校、 

今後予定８校 

・県内高校：実施済８校、今後予定４校 

再就職支援コーディネーターの

配置 

・潜在保育士向けＤＭ発送：１０，８８４人 

・保育士バンク登録者数：400人（H25.9 からの累計） 

・マッチング件数：１３件 

潜在保育士再就職支援研修 ・11/26実施予定 

潜在保育士への就職準備金貸付 ・貸付件数：０件（貸付枠 70 件） 

潜在保育士への保育料貸付 ・貸付件数：０件（貸付枠 15 件） 

保育補助者の雇用費貸付 ・貸付件数：１件（貸付枠 10 件） 

 

（13）シニアも応援！子育てサポーター事業《平成２８年度新規事業》 

高齢者や子育て経験者等を「子育てサポーター」として登録し、保育所や地域の子

育て支援活動における活用を促進する。 

・子育てサポーター登録者数：２９人（H28.11.1現在） 

・子育てサポーター活用施設数：１０か所（H28.11.1現在） 

 

 

 

  

1 次募集 
H28.7～8 月 

2 次募集 
H28.10～H29.1 月 
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６ 地域における子育て支援の充実 

（１）私立幼稚園地域子育て支援事業 

地域における幼児教育のセンターとしての役割を積極的に果たすため、私立幼稚園

が実施する幼児教育相談、幼児教育講演会、園舎等の地域開放等の取組に対して支援

した。 

区  分 事 業 内 容 
実施個所 

Ｈ２７ Ｈ２８ 

幼児教育相談の実施 幼稚園児以外の幼児に対する教育相談 ２９園 ２４園 

幼児教育講演会 
幼児教育に関する公開講演会等各種講座

の開催 
２６園 ２４園 

園舎等の地域への開放 園舎、園庭及び園具を地域に広く開放 ４３園 ４３園 

未就園児の親子登園 
未就園児親子の登園日を設け、幼稚園を

開放 
６５園 ６１園 

 

（２）共生のまちづくり推進事業 

すべての人にやさしいまちづくりに向け、やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度

の運用など誰もが利用しやすい生活環境の整備を推進した。 

・「やまぐち障害者等専用駐車場利用証」発行数：３７，５４０件 

（H22～H27.8 累計） 

 

（３）三世代同居・近居推進事業《平成２８年度新規事業》 

子育てしやすい環境づくりの一環として、三世代同居・近居を希望する者が理想と

する住まいを実現できるよう、民間企業等と連携した取組を推進する。 

項 目 実    績 

民間企業等と行

政とを構成員と

する推進協議会

の設立 

○ 「三世代同居・近居推進協議会」の設立（H28.5.30） 

会員 
オブザーバー 計 

民間企業 行政 

１３１ ２０ ７ １５８ 
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普及イベント開

催、事例集の作

成 

○ イベント等の開催状況 

住宅展示場等で

の 

イベント 

・tys 住宅展示場サエラ(5/3) 

・KRY ハウジングサイト(8/11) 

・美祢市来福台(8/21) 

・プレハブ協会イベント(11/19･20) 

移住・定住イベ

ント 

・瀬戸内くらしフェア［東京］(9/18) 

・ふるさと回帰フェア[東京](10/22) 

・いいね!地方の暮らしﾌｪｱ[東京](12/18予定) 

子育てイベント ・子育て支援メッセ in山口（1/15 予定） 

広報媒体の活用 ・不動産情報モッテケ掲載(5,8,9,10 月号) 

・KRY ﾗｼﾞｵ「ﾔｽﾍﾞｪのあした転機になぁれ！」(7/31) 

・TYS 大好き!やまぐち（11/5） 
 

三世代同居・近

居住宅支援制度

の創設 

○ 支援の状況 

パスポート交付 ３８件 

補助金交付 ２６件 

［やまぐち三世代同居・近居パスポート］ 

パスポートの提示による協賛企業の各種割引等の特典を活用し、子

育て世帯等の経済的負担を軽減 

・不動産仲介手数料の割引 

・引越料金の割引 等 

［住宅支援制度］ 

新たに三世代同居・近居を始める場合の現住居の改修費等や中古住宅

の取得費に助成 

【助 成 額】 

区 分 

同 居 同居・近居 

増改築 

リフォーム 
中古住宅取得 新 築 

県内居住者 ５０万円 対象外 

UJI ターン者 １００万円 ５０万円 

【助成戸数】 ３０戸（最大） 

  



- 35 - 

７ 子どもの安全確保と健全育成 

（１）子どもの虐待対策・家庭的養護推進事業 

児童虐待問題に的確に対応するため、虐待の発生予防から早期発見・早期対応及び

児童の保護・自立支援に至るまで、関係機関相互の切れ目ない支援体制の強化を図っ

た。 

区 分 事 業 内 容 

発生予防 

・児童相談所システムの導入（H28.4稼働） 

・山口県要保護児童対策地域協議会の運営（代表者会議：H29.9.10） 

・子育てに悩む親への支援の実施（H27：6 児相で 91 回の親向け研修開催） 

早期発見・

早期対応 

・児童虐待対応連携強化実践ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの実施（H27：6児相で 10回実施） 

・児童相談所 24時間 365日相談体制の確保（H27：相談受付 318 件） 

・一時保護所における学習指導の実施（H27：学習支援員 3人配置） 

・虐待対応職員の専門性の強化（H27：児相職員 9名を専門研修派遣）  等 

保護・自立

支援 

・社会的養育における安心・安全レベルアップ事業（H27：研修実施 7回） 

・里親の養育力向上研修会の開催（H27：養育里親研修を 6児相で実施） 

・里親委託推進員の配置による委託促進（H27：中央児相に 1人配置） 

・運転免許取得費の支援（H27：11 件）  等 

 

（２）いじめ・不登校等対策強化事業 

いじめ防止対策推進法を受け、平成 26年２月に策定した「山口県いじめ防止基本

方針」に基づき、いじめの未然防止・早期対応・いじめ解消率 100％をめざす相談・

支援体制の充実を図り、いじめや問題行動、不登校等の生徒指導上の諸課題に実効的

に対応するための対策を強化した。 

 

（３）児童福祉振興費 

児童福祉施設入所児童の健全育成を促進するため、入所児童の参加する行事を開催

した。 

 〈アイリンピック大会の開催〉 

年度 開催日 場所 参加者数 

２７ 5/23 維新百年記念公園 ２，０７３人 

２８ 5/21 〃 １，９６１人 

 

（４）有害環境の浄化対策の推進 

県青少年健全育成条例に規定された有害図書類の区分陳列等の規制の実効性を高

めるため、図書類取扱業者等に対する立入調査及び必要な指導を行った。 

年度 立入検査箇所数 

２７ ２１７箇所 

２８ ２１７箇所 

 


